
 

全てで導入することは達成できた。しかし、

本研究班により開発した、患者情報を QR
コードで取得する QR 認証版の汎用型疼痛
スクリーニングシステムの導入は 1 施設に
止まった。 
全施設で統一したスクリーニング方法で

行っているが、未だに不十分である。痛み

のつらさは、ほぼ統一して聞けているが、

その他の症状の聞き取りが不十分である。

また、新たに導入した離島の県立病院 2 施
設では、スクリーニング自体が約 5 割にと
どまっている。沖縄県全体での研修会や施

設ごと、病棟ごとの勉強会を重ねて、少し

ずつ向上しているところである。 
6施設の痛みのある患者は 5～7割であっ
た。除痛率は約 30～55%で、これは研究班
のなかでは最も低い数字で、特に琉球大学

病院の除痛率が低かった。原因としては、

大学病院で緩和ケアに関する対応が各診療

科で温度差が大きいことや、がん患者の比

率が約 3 割と大学病院の中では最も低い施
設の一つであることなどが理由として挙げ

られるが、研究班で推奨されているスクリ

ーニング結果のフィードバック方法が未だ

に導入が不十分であり、結果的に除痛率が

低く、改善が不十分であると考えられる。 
 本研究の沖縄県内の施設間調整、地域の

研究進捗管理に関しては、琉球大学病院緩

和ケアセンターと沖縄県がん診療連携協議

会緩和ケア部会が連携することにより、ス

ムーズに行えている。本部会は、拠点病院

だけではなく、がんを診療しているその他

の医療機関や、在宅関係者、多職種で構成

されており、がん患者への痛みのスクリー

ニングを他の施設へ普及することに関して

は一定の効果があると思われる。 

 今後は、（１）痛みのスクリーニングを行

う医療機関を拡大していくこと、（２）痛み

のスクリーニングの標準化を進めていくこ

と、（３）結果のフィードバックを主治医に

行うことにより、除痛率の改善につなげて

いくことが今後の課題である。 
 
Ｅ．結論 
 沖縄県内のがんの診療を行っている 6 病
院で痛みのスクリーニングを行い、4 病院
では 8 割以上のスクリーニング率だった。
しかし、結果のフィードバックは改善の余

地があり、除痛率が 30～55%に止まった。 
 本研究の沖縄県内の施設間調整、地域の

研究進捗管理に関しては、琉球大学病院緩

和ケアセンターと沖縄県がん診療連携協議

会緩和ケア部会が連携し、十分に機能して

いる。 
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多施設データからみる除痛率の動向に関する研究 ― 高齢者の除痛成績に焦点を立てて ― 

 
研究分担者 東 尚弘(国立がん研究センターがん対策情報センターがん臨床情報部 部長) 
研究協力者 榊原 直喜(国立がん研究センターがん対策情報センターがん臨床情報部 特任研究員) 
研究要旨：本研究班で開発した汎用型の苦痛スクリーニングシステムの多施設への導入を進め、

多施設で統一したデータ収集を開始した。研究初年度から次年度に行った単施設における横断調

査の結果から後期高齢者の除痛成績が顕著に低く課題がある事が示唆された。したがって、その

外的妥当性について多施設データを用いた検証を行なった。なお、高齢者に課題がある事は班会

議や論文発表などで周知していたため、入院は 3つの研究参加施設のデータを統合し年度別に一
般成人と後期高齢者の除痛率を比較した。外来はシステム導入期間が短かったため、全データを

まとめて解析した。なお、外来においては除痛率ではなく最初に痛みによる生活障害が生じた患

者が次の外来で改善を認めた割合を一般成人と後期高齢者で比較した。結果、入院において、初

年度と次年度において一般成人と比して後期高齢者の除痛率が低かった。最終年度においては、

高齢者の除痛成績は一般成人より低いものの向上傾向にあった。外来においても、後期高齢者の

痛みによる生活障害の改善率は一般性人に比べ低かった。本研究において、一般的に高齢者の除

痛成績改善の課題がある事が示唆された。 
 

A. 研究目的 
本研究班で開発した汎用型の苦痛スクリ

ーニングシステムの多施設への導入を進め、

多施設で統一したデータ収集を開始した。

研究初から次年度にかけて単施設で行った

横断調査の結果、高齢になるにつれ除痛率

の低下を認め、後期高齢者においては顕著

に除痛成績が低かった（参考資料１）。この

ことから、高齢者の除痛成績に課題がある

ことについて外的妥当性の検証を多施設デ

ータ使用にて行うことを目的とした。 
 

B. 研究方法 
対象施設は、青森県立中央病院、県民健

康プラザ鹿屋医療センター、社会医療法人

友愛会豊見城中央病院とした。 
高齢者が除痛成績不良のリスク因子とな

る事については班会議や論文発表等におい

て研究初年度から次年度にかけて周知して

いたため、入院データは 3 施設のデータを
統合し年度別に一般成人と後期高齢者にお

ける入院初日の除痛率を比較し、年度ごと

の推移を確認した。データは 2014年 4月 1
日から 2017年 1月 20日まで収集されたも
のを使用し、その内、一般成人と後期高齢

者のデータ、および除痛対象者に限定した。

本研究における除痛対象者とは、鎮痛薬を

服用している者、あるいは「痛みでできな

いことや困っていること（痛みによる生活

障害）がありますか」の質問に「ある」と

答えた者とし、その内生活障害が無くなっ

た者の割合を除痛率と定義した。 
なお、各施設導入時期が異なる他、青森

県立中央病院の 2015年 9月 2日から 2016
年 8月 9日までの入院データは、スクリー
ニングシステムの移行のため使用していな

い。 
外来は、青森県立中央病院、県民健康プ
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ラザ鹿屋医療センターの 2 施設のデータを
用いて解析を行った。外来のデータ収集開

始は 2015 年 3 月以降であったため、収集
した全データを統合し、除痛成績を検討し

た。外来における除痛成績の指標は、患者

が最初に痛みによる生活障害を訴え、次の

外来でその生活障害が改善している割合

（改善率）とし、それを一般成人と後期高

齢者で比較した。解析対象は、情報収集期

間の生活障害を有し（初回）、かつ生活障害

を生じてから２回目の外来受診歴がある者

とした。 
 
（倫理面への配慮） 
解析データは全て各施設で匿名化処理を

行った上で国立がん研究センターに送付さ

れ解析した。また、研究班で取りまとめた

「緩和ケアセンターを軸としたがん疼痛の

評価と治療改善の統合に関する多施設研究」

の研究計画書について、代表研究者施設、

国立がん研究センター、および、解析対象

となる参加施設の倫理審査委員会において

承認を得えうえで実施した。 
 
C. 研究結果 
一般成人と後期高齢者の全スクリーニン

グ患者数は 4310人であったが、その内、除
痛対象者は、1314人であった。外来のスク
リーニングは 6242人に行なわれ、生活障害
を有したことがある患者数は 927人であっ
た。その内データ収集期間内に 2 回以上の
受診歴がありスクリーニングが実施された

566 人を解析対象とした。解析対象となっ
た患者の特徴を表 1に示す。 
入院初日の全データを一般成人と後期高

齢者を比較した結果、一般成人と比べ後期

高齢者の除痛率は低かった（48.7% vs 
36.9%, P<0.001）（図 1）。また、年次推
移を見ると、初年度と次年度において一般

成人と比べ後期高齢者の除痛率は低かった

が、最終年度においては、一般成人より低

いものの、高齢者の除痛率は向上し統計学

的有意差はなくなった（初年度：46.2% vs 
33.8%, P=0.01, 次年度：48.1% vs 33.1%, 
P=0.003, 最終年度： 55.4% vs 47.8%, 
P=0.25）。外来の除痛成績は、統計学的有
意差は示さないまでも一般成人と比べ高齢

者の改善率が悪かった（79.7% vs 73.6, 
P=0.08）。 

 
D. 考察 
本研究において、一般成人と高齢者の入

院除痛率を比較した結果、一般成人に比し

て後期高齢者は除痛成績が低かった。最終

年度の後期高齢者の入院除痛率は、初年度

と次年度に比べ向上したが、本研究班にお

いて、高齢者に対するケアの必要性を周知

することにより、参加施設の高齢者に対す

る意識が高まったことが影響している可能

性がある。しかし、除痛率は改善したもの

の、依然、後期高齢者のほうが低い実態が

有り、後期高齢者の除痛成績改善には課題

が残る。外来においては、有意差を認めな

いまでも後期高齢者の除痛成績が低かった。

外来は診察の間隔が長いため、当日のスク

リーニング結果を踏まえ迅速に対処は患者

にとって非常に重要である。 
高齢者は、がんそのものの痛み以外にも

複数の種類の痛み（慢性痛や治療の痛み、

併存疾患による痛みなど）を抱えている可

能性があり、必ずしも一般成人と同じ条件

で除痛可能であるとは限らない。しかし世
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一般成人と後期高齢者の全スクリーニン
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を有したことがある患者数は 927人であっ
た。その内データ収集期間内に 2 回以上の
受診歴がありスクリーニングが実施された

566 人を解析対象とした。解析対象となっ
た患者の特徴を表 1に示す。 
入院初日の全データを一般成人と後期高

齢者を比較した結果、一般成人と比べ後期

高齢者の除痛率は低かった（48.7% vs 
36.9%, P<0.001）（図 1）。また、年次推
移を見ると、初年度と次年度において一般

成人と比べ後期高齢者の除痛率は低かった

が、最終年度においては、一般成人より低

いものの、高齢者の除痛率は向上し統計学
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P=0.25）。外来の除痛成績は、統計学的有
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者の改善率が悪かった（79.7% vs 73.6, 
P=0.08）。 

 
D. 考察 
本研究において、一般成人と高齢者の入

院除痛率を比較した結果、一般成人に比し

て後期高齢者は除痛成績が低かった。最終

年度の後期高齢者の入院除痛率は、初年度

と次年度に比べ向上したが、本研究班にお

いて、高齢者に対するケアの必要性を周知

することにより、参加施設の高齢者に対す

る意識が高まったことが影響している可能

性がある。しかし、除痛率は改善したもの

の、依然、後期高齢者のほうが低い実態が

有り、後期高齢者の除痛成績改善には課題

が残る。外来においては、有意差を認めな

いまでも後期高齢者の除痛成績が低かった。

外来は診察の間隔が長いため、当日のスク

リーニング結果を踏まえ迅速に対処は患者

にとって非常に重要である。 
高齢者は、がんそのものの痛み以外にも

複数の種類の痛み（慢性痛や治療の痛み、

併存疾患による痛みなど）を抱えている可

能性があり、必ずしも一般成人と同じ条件

で除痛可能であるとは限らない。しかし世

界的に見ても類を見ない超高齢社会に突入

している我が国において、高齢者に目を向

けた治療の有り方を検討することは非常に

重要であり、今後の課題である。 
 

E. 結論 
一般的に、高齢者の除痛成績が低いこと

が明らかとなった。今後は、高齢者に目を

向けた治療の有り方を検討し取り組んでい

くことが重要である。 
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表１ 対象者の特徴 

入院 全体 2014年度 2015年度 2016年度 
 

一般成人 752 338 266 148 
P=0.09 

後期高齢者 382 148 142 92 

Total 1134 486 408 240 
 

女性の割合 

    
 

一般成人 57.2% 53.0% 58.3% 64.9% P=0.05 

後期高齢者 45.3% 51.4% 43.0% 39.1% P=0.14 

      

外来 全体     

一般成人 320    

 後期高齢者 246    

Total 566    
 

女性の割合 

   

 
 

一般成人 63.8% 

 

   

後期高齢者 45.9%    
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図 1. 入院 除痛率の年代比較(3ヵ年合計；第 1病日) 

 

 

図 2．入院 除痛率推移(年代の比較；入院第 1病日) 
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図 外来 2施設全体 
 
 
図 外来スクリーニング開始から前期後期に分ける 

 
参考資料１ 代別除痛率の推移（2015年度報告資料より） 
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